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公債収入
1,186（7.4）

地方特例交付金
63（0.4）

国・府支出金
3,053（19.2）

その他
　　3,920（24.6）
   繰入金（基金等）
　　1,540（9.7）
   使用料・手数料
　　　628（3.9）
   諸収入
　　1,752（11.0）

譲与税・交付金
675（4.2）

地方交付税
160（1.1）

市税
6,868（43.1）

平成２０年度一般会計予算の予算規模

人件費

2,529（15.9）

扶助費

4,004（25.1）

公債費

2,100（13.2）

経常物件費

1,475（9.3）

特別会計

繰出金等

2,461（15.4）

投資的経費

3,356(21.1）

単位：億円

（構成比：％）

内訳

退職金 ３２１

退職金以外 ２，２０８

(歳 入)

単位：億円

（構成比：％）

(歳 出)

平成20年度一般会計(当初)の予算規模は、１兆5,925億円
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一般会計歳出規模の推移（当初予算）

15,925
16,262

16,531
17,285

17,577
17,884

18,27818,909

19,158
19,229

15,366

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

3 8 12 13 14 15 16 17 18 19 20

億円

年度

平成20年度一般会計の歳出規模は、前年度比▲2.1％の1兆5,925億円で７年連続の減

平成３年度以来の1兆5千億円台 ⇒景気対策前(平成４年度以前）の水準
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全会計歳出規模の推移（当初予算）

38,560
40,424

41,245

44,074
42,913

44,772

38,196

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000
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44,000
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億円

年度
        (1992)           (1996)         (2000)            (2005)           (2006)          ( 2007)           (2008)

平成20年度全会計の歳出規模は、前年度比▲4.6％の3兆8,560億円で３年連続の減

平成４年度以来の３兆円台 ⇒景気対策前(平成４年度以前）の水準
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（億円）

4,296

3,420 3,350 3,324 3,160 3,225 3,277

1,643

1,128 1,289 1,382 1,680 1,697 1,695

540 529
530

5161,294

1,038 1,006 1,051
1,156

1,366 1,383

543

544

513

6,868

7,776

6,130 6,185 6,286
6,526

6,804
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

Ｈ８ Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 H19

(予算）

H20

(予算）

市税収入の推移

その他の税

個人市民税

法人市民税

固定資産税・都市計画税

市税収入の推移

市税収入は、前年度比 +0.9％の6,868億円

平成18年度から19年度の伸び率と比較すると鈍化しているものの、堅調に推移
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5,629

10,391
11,767 12,676 12,442 12,514 12,569

8,922

8,520 6,933 4,294 3,575 3,748 3,356

0

2,000
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8,000
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歳出構造の推移

7

投資的経費は減少しているが、扶助費、公債費などの義務的経費は増加傾向

職員数削減や経常経費・管理費の見直しにより、歳出トータルでは減少

義務的経費等

投資的経費

歳出額の推移(一般会計)

15,92516,26216,017
16,970

18,70018,911

14,551
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経常収支比率の推移

経常収支比率の推移（普通会計） 103.1102.5
103.6

101.7

93.1 93.1
94.7 94.3

93.3

90.2

84.8 85.3

89.3 88.5 88.5

71.572.0

71.4

99.7

70.9

69.8

73.0

90.5

87.5

70.8
72.1

70.7

87.7

90.5

67.067.2 67.6
65.0
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75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

％

財政の硬直化が進むなか、経常収支比率は5年ぶりに100％を下回った

依然として高水準であることから、身の丈にあわせた経常経費の圧縮を図るため、
さらなる削減を推進

大阪市

指定都市

都市

町村
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市債発行額と公共事業費の推移(一般会計)

2,777 2,495 2,2052,247 2,401 2,306 2,121 1,831
1,325 1,370 1,186

700800

4,437
4,189

3,855 3,841

3,129

2,315
2,018 1,890
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3,000
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市債発行額 公共事業費

9

市債発行額と公共事業費の推移

公共事業費を減少させ、市債の新規発行を極力抑制

平成22年度800億円、27年度700億円を目標に、新規発行額を抑制
(臨時財政対策債、減税補てん債を除く)
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市債残高と公債費の将来推移

累積した市債残高の償還は今後本格化し、平成24年度前後にピーク

その後、公債費及び市債残高は減少していく見込み
(平成19年9月収支概算)

公債費と市債残高の将来推移(一般会計)

19,887

20,83921,942

22,90624,327

25,49826,404

26,98527,643

28,21728,275

28,543
28,932

2,255

1,993
2,034

2,100

2,238

2,040
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2,147
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2,344

2,4322,4582,426

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400
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18決 19見込 20予 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

年度末残高

公債費

公債費
（億円）

年度末残高
（億円）

20年度予算に比
し、358億円の増
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中期的な財政収支概算(平成１９年９月版)

平成23～28年度の6年間で1,000億円程度の資金不足が見込まれる

平成30年度末に、一般会計市債残高2兆円を下回ることを目標

人件費カットも含めた歳出削減のためのあらゆる手立てを講じていく

(億円)

20年度予 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 30年度

28,275 28,217 27,643 26,985 26,404 25,498 24,327 22,906 21,942 19,887

(億円)

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
通常収支に係る単年度収支 △ 38 △ 16 0 △ 92 △ 129 △ 81 30 92 199

財務リスク(※)に係る単年度収支 △ 62 △ 84 △ 100 △ 166 △ 266 △ 278 △ 304 △ 292 △ 235
補てん財源（不用地売却代金) 100 100 100 90 90 90 90 90 90

単年度収支・計 0 0 0 △ 168 △ 305 △ 269 △ 184 △ 110 54 ⇒
累積収支 0 0 0 △ 168 △ 473 △ 742 △ 926 △ 1,036 △ 982

(※)阿倍野再開発事業；収支不足総額2,120億円、此花西部臨海土地区画整理事業；収支不足総額223億円

改革を着実に実行することにより資金不足なし 1,000億円程度の資金不足が見込まれる

単年度収支

黒字化

市債残高見込額
公債償還基金に頼ることのないよう財政運営

一般会計
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(参考)財政収支概算の主な前提条件

12

【歳　入】

・法人市民税

　　23年度まで、「名目経済成長率」（19年1月財務省試算）を基に反映

19年度 20年度 21年度 22年度

2.20% 2.50% 2.90% 3.20%

　（具体的な積算：「名目経済成長率×弾性値1.1」の影響を翌年度に反映）

・個人市民税

　　20年度　

納税義務者は労働力人口の減少により▲1％減

所得は雇用者報酬の伸び（政府経済見通し）を基に2.6％増

　　21年度以降　⇒　横ばい　

労働力人口の減少と、経済成長に伴う個人所得の増とが相殺

　　(注)27年度までの10年間で労働力人口は▲6.3％減少（大阪市総合計画）

・固定資産税・都市計画税

　　19年地価公示の動向が今後も同様に続くものとして、21年度の土地評価替えを反映

・起　債

　　22年度までマニフェストの削減目標額を反映

　　27年度に、さらに▲100億円の圧縮（全起債新規発行額800億円⇒700億円）

名目経済成長率

・未収金

　　現在取り組んでいる対策を踏まえ、決算よりも高い収納率で反映

・不用地売却代

　　未利用地活用方針に基づく処分検討用地の売却

22年度まで　　　年100億円　　      

23年度以降　　　年 90億円

　優先的に財務リスクにかかるものに充当し、残りを通常収支に充当　

　　⇒　ただし、23年度以降は全て財務リスクに充当

【歳　出】

・人件費・経常的施策経費及び管理費・公共事業等

　　22年度までマニフェストの削減目標額を反映

　　23年度以降横ばい

・扶助費・特別会計繰出金等

　　生活保護費などの高齢社会の進展に影響を受けるもの ⇒ 対象数の伸びなど反映

・公債費

　　最近の金利動向を勘案し、利率を10年債2.5％、5年債1.8％

一般会計総額で約1,000億円
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経費削減に向けた今後の取り組み

平成２０年秋までには、外部委員会を設置し、検討に着手

経費削減プロジェクトチームを中心として、

経常的施策経費及び管理費の徹底した見直し

これまで進めてきた職員数の大幅な削減の継続した取り組みによる

人件費の削減に加え、職員の給与見直しについても検討

現市政改革基本方針後の収支不足の状況も勘案し、公共事業費等
の前倒し削減も検討

加えて収支不足対策として1,000億円を超える
新たな経費削減策または歳入確保策が必要

市政改革基本方針の目標達成は必要不可欠
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公的資金の繰上償還による利子軽減

大阪市は、財政健全化の取り組みを進めてきていることから、高金利対策として、公的
資金の繰上償還が認められた

これにより、平成３３年度までに総額１６０億円の利子軽減が見込まれる

※借替（一般、病院、下水）後は据置なし、

当初債の償還年限で元金均等定時償還、

利率は、5年以内1.5％、6年以上2.2％で算出

※今後の全国額の状況や金利動向等により、

額が変更となる場合がある

※表示単位未満四捨五入の関係で、合計が

一致 しない箇所がある

左の内19年度
償還済額

普 通 会 計 6％以上 198億円 21億円 27億円

市民病院事業会計 5％以上 57億円 2億円 16億円

下 水 道 事 業 会 計 7％以上 188億円 188億円 29億円

高速鉄道事業会計 7％以上 340億円 218億円 68億円

水 道 事 業 会 計 7％以上 103億円 103億円 21億円

工 業 用 水 道 会 計 7％以上 0.5億円 0.5億円 0.06億円

合 計 886億円 531億円 約160億円

会　　計 対象利率
繰上償還
予定額

利子軽減
見込額
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大阪市未収金の状況

799

535 507 499

261
222 209

17年度決算 18年度決算 19年10月末 20年1月末

(億円)

17年度以前賦課分

799 796
729 708

18年度賦課分

歳入確保の取り組み

収納率の推移
未収金対策として、平成２０年４月に、「大阪市債権回収対策会議」及び「市債権回収
特別チーム」を設置し、未収額の圧縮に向けた取り組みを強化

市税の収納率の推移

93.9 94.4 95.1 95.5 95.8

70

80

90

100

16 17 18 19 20 22
年度

％

(見込) (目標)

目標

96％台後半
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未利用地の活用

未利用地の事業化や処分促進などの有効活用

今後10年間で少なくとも1,000億円超を目指し、処分検討地を売却

大阪市の面積に占める市有地割合

大阪市の所有地 個人・企業・国等の所有地

約2億2,196万㎡

大阪市の所有
約5,676万㎡

(25.6％)

個人・企業・国等の所有
(74.4％)

未利用地面積

処分検討地 継続保有地 事業予定地

処分検討地
121万㎡
(47.5％)

事業予定地
108万㎡
(42.4％)

継続保有地
26万㎡
(10.1％)

約255万㎡
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蓄積基金の残高
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711
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17

基金の目的に応じ、短期運用と中長期運用を組み合わせた、確実かつ効率的な運用

蓄積基金運用状況
(平成19年3月末現在）

蓄積基金残高の推移

3,895
4,2474,095

4,366
4,001

（単位：百万円）

短期預金
219,105
53.5%

株式
24,433
6.0%

長期預金
21,000
5.1%

債券
144,961
35.4%

短期預金 長期預金 株式 債券
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公債償還基金の残高

公債償還基金(満期一括分)の残高(一般会計)

667

1,122

1,677

2,278

2,640 2,688
2,546 2,462 2,512

2,648

323
112

18
0

500

1000

1500

2000

2500

3000

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20年度

億円

満期一括償還に備え、国のルール通り公債償還基金への確実な積立

積立金からの、一般会計借入れは行っていない

年度 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19見込 20予

積 立 額 15 94 211 344 455 555 669 730 726 685 696 756 854

取 崩 額 － － － － － － 68 368 678 827 791 706 718

残 高 18 112 323 667 1,122 1,677 2,278 2,640 2,688 2,546 2,462 2,512 2,648



19

(参考)満期一括償還基金積立ルール

6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6% 6%

1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年

16%÷7×7年＝16%

借
替
分
　
1
回
目

借
替
分
　
1
回
目

借
替
分
2
回
目

借
替
分
2
回
目

16%

4.6%

据置期間 据置期間 据置期間

当初起債額×6%×7年＝42% 当初起債額×6%×7年＝42%

13.8% 16%
11.5%9.2%6.9%

2.3% 2.2%2.3% 2.3% 2.3% 2.3%

24%

16%

2.3%

2.3%

30%

36%

42%

12%

18%

58%

6%

36%

42%

基
金
積
立
額
累
計

当
　
初
　
起
　
債
　
発
　
行
　
額

6%

12%

18%

58%

24%

30%

10年目の償還年
42%を基金から取崩し
残り58%を借替

20年目の償還年
42%を基金から取崩し
残り16%を借替

30年目の償還年
16%を基金から取崩し
償還終了

大阪市満期一括償還基金の積立ルール(10年債)
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『財政健全化法』の概要

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

（指標の公表は平成19年度(2007)決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成20年度(2008)決算から適用）

健全段階 財政の早期健全化 財政の再生

○指標の整備と情報開示の
   徹底

・フロー指標：実質赤字比率、
 連結実質赤字比率、実質公債
 費比率

・ストック指標：将来負担比率
 ＝公社・三セク等を含めた実質
    的負債による指標

→監査委員の審査に付し議会
　 に報告し公表

○自主的な改善努力による
   財政健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議
 決）、外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し
  公表

・早期健全化が著しく困難と認めら
 れるときは、総務大臣又は知事が
 必要な勧告

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議決）、
  外部監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、
  同意を求めることができる。

【同意無】
・災害復旧等を除き、地方債の起債を制限
【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計画
 期間内である地方債（再生振替特例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認めら
 れる場合等においては、予算の変更等
 を勧告

新
し
い
法
制

公営企業の経営の健全化

現
行
制
度

(

健
全
財
政

)

(

財
政
悪
化

)＜現行制度の課題＞

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、ストック（負債等）の
  財政状況に課題があっても対象とならない

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題

地方財政再建促進特別措置法

○赤字団体が申出により、 財政再建計画
   を策定   （総務大臣の同意が必要）

※赤字比率が５％以上の都道府県、20％以上
   の市町村は、法に基づく財政再建を行わな
   ければ建設地方債を発行できない

○公営企業もこれに準じた再建制度
   （地方公営企業法）
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健全化法４指標の試算(平成１８年度決算)

実質公債費比率は、新たに公債費の控除財源となる「都市計画税」を反映したことにより、従
来の算定よりも５～６ポイント程度指標が改善（都市計画税反映前は17.5％）

将来負担比率は、土地売却代を控除せずに「宅地造成事業債の全額」を将来負担額に計上

また、３セク等への損失補償債務は、算入率を考慮せずに「債務の全額」を将来負担額に計上

⇒今後の好転要素

早期健全化基準 財政再生基準 大阪市の場合の試算
自主的な改善努力による
財政健全化

国等の関与による再生 １８年度決算ベース

 　実質赤字比率 １１.２５％以上 ２０％以上 黒字
　　（一般会計等ベース）

 　連結実質赤字比率 １６.２５％以上 ３０％以上 黒字
　　（全会計ベース）

 　実質公債費比率 ２５％以上 ３５％以上 １２％
　　（特別会計を含めた実質的公債費）

 　将来負担比率 ４００％以上
　　（３セク等も含めた実質的負債） ３３０％程度

従前は

１７．５％
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民間債の月別発行・借入予定

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

※今後、変更する可能性がある。

個

別

市

場

公

募

300 300

300

100 40 8020 60 70
共 同 発 行

600 20 50
地 方 債

120 40

50

200

50

200

5 年 債
（主幹事方式）

600

200 200

10 年 債
(引合方式以外)

10 年 債
（ 引 合 方 式 ）

1,200 200 200 200

み お つ く し 債 100

600

300

銀 行 等 引 受

100

300

超 長 期 債
（主幹事方式）

600

合 計内 訳

100 100200 200

平成20年度は、市場公募債・銀行等引受債により4,000億円程度発行(借入)予定

平成20年度
(億円)
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